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2050年に向けたカーボンニュー
トラルを目指す取り組みが各国・各
方面で行われており、日本において
も 2050年までに GHGネット排出
ゼロにするとの政策目標が掲げられ
ている。
投資家の投資判断でも環境基準が
重視されるようになっており、2023
年度時点で東証プライム上場企業に
おいては、有価証券報告書で気候関
連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の枠組みに沿った情報開示
が必要となり、GHG排出量の可視

化と削減に向けた計画の策定と公表
が、実質義務化されることとなる。

温室効果ガスの算定・報告の世界
基準である GHGプロトコルは、自
社の直接排出（Scope1）、自社にお
ける間接排出（Scope2）、サプライ
チェーンの上流と下流における他社
排出（Scope3）で構成される。

Scope1、2については、使用燃料
や電力の削減、再生可能エネルギー
の利用拡大など、自社における取組
みが排出量に反映される。一方、
Scope3ではサプライヤや自社製品を

使用する川下企業にも行動変容を促
し、共に脱炭素に向けた取り組みを
実施していくことが必要とされる。
ところが、一般的な「活動量×排

出原単位」という計算式では、業界
平均値としてデータベース化されて
いる排出原単位が用いられることか
ら、サプライヤが独自に努力して排
出量の少ない製品を作ったとして
も、その努力を排出量に反映するこ
とはできない。
製品ごとの一次データを排出原単
位として集めて利用するというアプ
ローチもあるが、データ収集やサプ
ライヤの算定にかかる負荷は非常に
大きい。

2050 年までに温室効果ガス（GHG）ネット排出ゼロを実現するという政策目標を受け、企業においてもGHG排出量削
減に向けた取組みが不可欠となっている。NTT データは、日本初の総排出量配分方式を用いたGHG排出量可視化ソリ
ューション「C-Turtle®」で、サプライチェーン全体での削減に向けた取組みをサポートしている。

2 GHG排出量可視化ソリューション C-Turtle®
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図１　サプライヤの排出削減努力を取り込む総排出量配分方式
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排出量算定の課題
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これらの課題を解決する、総排出
量配分方式を国内で初めて導入した
プラットフォームが C-Turtle®であ
る。Scope1～3の算定を行い、クラ
ウド上で集計・分析が可能である。
総排出量配分方式では、サプライ
ヤの排出量と取引金額から按分して
自社の排出量を算定することで、サ
プライヤの一次データを活用する。
例えば、サプライヤ A社が 100万
トンの排出量を 50万トンに削減し
た場合、A社との取引額 20億円に
対し 20万トンの割り当てであった
ものは 10万トンに削減されること
となり、サプライヤの削減努力を自
社の排出量へ取り込むことができる
（図 1）。
企業間の取引と GHG排出量を連

携することで、サプライチェーン全
体として削減に取り組み、社会全体
での行動変容を促すことにつながっ
ていく。

総排出量配分方式による算定のた

行ってきている。
また、海外、特に規制の厳しいヨー
ロッパの動向なども常に見据えなが
ら、制度の見直しや変更にも柔軟に
対応できる様に開発を推進している。

GHG排出量の可視化・削減目標
の策定に対する日本企業の取り組み
状況は様々である。Scope3につい
ては、業界平均の排出原単位を用い
る従来方式を用いて可視化したもの
の、サプライヤの削減実績が反映さ
れないため目標に近づかないという
課題に直面する企業も多いようで、
総排出量配分方式を採用している
C-Turtle®には、多くの関心が寄せ
られている。

社会全体で GHG排出量削減を進
めていくためには、企業が個社で排
出量を可視化し、削減に取り組むだ
けでは十分とはいえない。
ある組み立て製造企業の排出量が
削減されるには、そのサプライヤ、さ
らにそのサプライヤのサプライヤ…と
いう形で、企業がつながり、同じ算
定方式で排出量が可視化され、それ
ぞれの削減努力・実績が反映されて

いくということが必要
となろう（図 2）。

C-Turtle®でサプ
ライチェーン全体の
排出量をより簡単に
可視化し共有するこ
とで、排出量削減を
社会全体へ波及し、
脱炭素社会の実現に
向け貢献していきた
いと考えている。

めには、サプライヤごとの排出原単
位を把握しなければならないが、
NTTデータは国内で初めて、環境
情報開示におけるグローバルスタン
ダートとなっている国際 NGO・
CDPが保有する排出量情報の使用
許諾契約を獲得し、そのデータを活
用している。

CDPが提供するデータでカバー
されていない企業については、調査
チームが公開情報から情報を取得
し、公開情報から情報を取得できな
い企業の情報を取得するためには簡
易的に算定できるプラットフォーム
（C-Turtle LITETM）を提供し、サ
プライチェーン全体に渡って、企業
ごとの排出原単位を揃え、総排出量
配分方式を適用することを可能とし
ている。

「活動量×排出原単位」というシ
ンプルな計算方式のため、算定に関
わるシステム構築はさほど難易度の
高いものではなかったが、Scope1、
2、3に係る排出原単位を取りそろ
えたり、各企業の活動量を集めたり
という部分では多くの取り組みを
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排出量を削減すると、削減努力が取引額を通じて下流企業へ取り込まれるため、
自社だけでなく社会全体へ波及し、社会全体としての脱炭素につながります。

図２　社会全体での脱炭素化に向けたつながり
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